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「「平成平成2020年度電波の利用状況調査年度電波の利用状況調査」」のの
調査結果及び評価調査結果及び評価結果結果((案案))のの概要概要

平 成 2 1 年 5 月

総務省 総合通信基盤局

電 波 部 電 波 政 策 課電 波 部 電 波 政 策 課
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電波の利用状況の調査、公表制度の概要

平成20年度電波の利用状況調査の概要

電波法に定める【調査する事項】

３年を周期として、次に掲げる

周波数帯ごとに実施
① 3.4GHzを超えるもの電波法に定める

3,000GHz以下の周波数の
電波の利用状況の調査

【調査する事項】
〇 無線局の数
〇 無線局の具体的な使用実態
〇 他の電気通信手段への

代替可能性 等

① 3.4GHzを超えるもの
② 770MHzを超え3.4GHz以下
③ 770MHz以下
（平成20年度調査対象）

③の調査 ②の調査 ①の調査③の調査 ②の調査 ①の調査

H17 H16 H15

H20 H19 H18

H21・
・

・
・

周波数区分ごとの
調査及び評価結果の概要の公表

例

国民の意見

例

・
・

・
・

周波数区分ごとの
電波の有効利用の

程度の評価

例
・現在、電波は有効に利用されて

いる
・使用帯域の圧縮が適当
・中継系の固定局は光ファイバ等へ

の転換が適当

・新規の電波需要に迅速に対応
するため、 電波再配分が必要

・既存の電波利用の維持が必要

電波監理審議会への諮問

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施
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「平成20年度電波の利用状況調査」の概要

平成20年度電波の利用状況調査の概要

（１）目 的： 技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、次に掲げる周波数
帯ごとに おおむね３年を周期として電波の利用状況を調査 電波の有効利帯ごとに、おおむね３年を周期として電波の利用状況を調査、電波の有効利
用の程度を評価する。

この評価結果を受けて、周波数割当計画の作成・改正を実施。

・770MHz以下のもの・770MHz以下のもの
・770MHz超え3.4GHz以下のもの
・3.4GHz超えるもの

電波法第２６条の２

平成20年3月5日現在において、770MHz以下の周波数を利用する無線局

（２）根拠条文：

（３）調査対象：

無線局数 約336.8万局
免許人数 約164.3万人

免許人数 無線局数 通信量 具体的な使用実態 電波有効利用技術の

（４）調査対象：

（５）調査事項：

（各周波数区分毎の合算値）

免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の
導入状況、他の電気通信手段への代替可能性 等

全国１１の総合通信局等の管轄ごとに、次の調査を実施
① 総合無線局管理ファイルを活用して 免許人数・無線局数等の集計・分析

（５）調査事項：

（６）調査方法：
① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数 無線局数等の集計 分析
② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入状況等を

質問し、その回答を集計・分析
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調査結果・評価結果の取りまとめ方

平成20年度電波の利用状況調査の概要

免許情報を管理する総合無線局監理システムデータベース及び免許人から提出された個々の無線局に関する報告結果を、
電波利用システムごとに集計し、さらに類似する電波利用システムを電波利用システムグループとして集計するとともに、
全国及び１１の総合通信局等管内の地域ごとに分類全国及び１１の総合通信局等管内の地域ごとに分類。

類似する電波利用シス
テムを電波利用システ
ムグループにまとめる

電波利用システムグループごと、全
国及び各地域ごとに分類し、５つの
周波数単位で結果を取りまとめ

利用する周波数
に応じて５つの
周波数区分に分

770MHz以下の

周波数を利用す
る無線局の情報

無線局の目的・通信
事項等により電波利
用システムに分割 ムグル プにまとめる 周波数単位で結果を取りまとめ

類
る無線局の情報 用システムに分割

ガス事業用無線(固定局)400MHz
ガス事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz
ガス事業用無線(陸上移動局・携帯局)400MHz
列車無線（固定局）400MHz

電波利用システム
（調査結果・評価結果に活用：全309システム）

陸上・自営（主に公共分野）

電波利用システムグループ
（評価結果に活用：全20グループ）

類
似
電
波
利

周波数区分
（全５区分）

船舶及び航空機の安全な航行に不可欠な無線通信システム
による使用が主体となっている帯域

26.175MHz以下

列車無線（固定局）400MHz
列車無線（基地局・携帯基地局）400MHz
列車無線（陸上移動局・携帯局）400MHz
電気事業用無線(固定局)400MHz
電気事業用無線(基地局・携帯基地局)400MHz
電気事業用無線(陸上移動局・携帯局)400MHz

・・・ 海上・船舶通信

利
用
シ
ス
テ
ム
を
グ
ル

小型船舶による船舶通信等の近距離通信システムによる使
用が主体となっている帯域

26.175MHz超 50MHz以下

50MHz超 222MHz以下

船舶無線(海岸局)350MHz
船舶無線(船舶局・特定船舶局)400MHz
マリンホーン(基地局・携帯基地局)350MHz
マリンホーン(陸上移動局・携帯局)350MHz

「陸上・防災」、「陸上・自営（主に公共分野）」、「陸
上・放送」、「陸上・放送事業」、「陸上・測位」、「陸上・
その他」 「陸上・電気通信業務」 「海上・測位」 「海

ル
ー
ピ
ン
グその他の電波利用システムグループ

見通し外通信にも使用できる超短波(VHF) 帯の伝搬特性を

利用した、比較的遠距離の移動通信システム及び放送による
使用が主体となっている帯域

船舶及び航空機の安全な航行に不可欠な無線通信システム、
防災用デジタル無線システム及び電気通信業務用ページャ

222MHz超 335.4MHz以下

・・・
その他」、「陸上・電気通信業務」、「海上・測位」、「海
上・その他」、「航空・測位」、「航空・航空通信」、「航
空・その他」、「衛星・電気通信業務」、「衛星・その
他」、「その他・免許不要」、「その他・電波天文」、「そ
の他・ＩＳＭ」、「その他・その他」

防災用デジタル無線シ テ 及び電気通信業務用 ジャ
ーシステムによる使用に限定された帯域

この周波数帯は、極超短波(UHF) 帯の伝搬特性を利用した、
移動通信システム及び放送による使用が主体となっている帯域

335.4MHz-770MHz以下

・・・
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと①（26.175MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【26.175MHz 以下】

70,000 

80,000 

90,000 

（無線局数）

実験局等
5.7%（18,187局）

海上・船舶通信
【船舶無線】

1.0%（3,097局） その他
0.1%（228局）

＜総合通信局別無線局数＞ ＜用途別無線局数＞

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

陸上・その他
【アマチュア無線等】 海上・測位

【ラジオ ブイ等】

航空・航空通信
【航空無線】
0.2%（637局）

陸上・放送
【中波放送等】
0.2%（627局）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 32,460 39,038 83,349 16,454 10,540 46,273 48,334 30,616 16,089 44,884 1,672 

平成20年度 23,507 33,227 72,064 13,013 8,679 37,559 39,903 23,730 12,623 35,798 1,392 

0 

10,000 

92.6%（295,797局） 【ラジオ・ブイ等】
0.3%（1,014局）

アマチュア局
H17: 362,864局→H20: 295,394局

【現状】【現状】

本周波数帯は、陸上、海上及び航空の各分野において、中波・短波放送、航空通信システム、船舶通信システム及び海上測位シス

テム（ラジオブイ、海上ビーコン等）等の様々な重要な電波利用システムに利用されるとともに、アマチュア無線にも広く利用されている。

【評価】【評価】

無線局数は減少傾向にあるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断すると適切に利用されていると認められる。
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと②（26.175MHz以上50MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【26.175MHz超 50MHz以下】

70,000 

80,000 

90,000 

100,000 

（無線局数）

海上・船舶通信
【船舶無線】

15.6%（55,898局）
海上・測位

【ラジオ・ブイ】
0.2%（606局）

陸上・自営（公共分野以外）
【一般業務用無線等】

0.2%（719局）

＜総合通信局別無線局数＞ ＜用途別無線局数＞

20 000

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

陸上・その他
【アマチュア無線等】
83 5%（298 627局）

陸上・放送事業
【放送連絡用無線等】

0.2%（608局）

その他
0 3%（1 215局）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 39,510 45,039 87,743 17,587 12,627 52,506 54,462 36,347 21,928 58,349 2,652 

平成20年度 31,201 39,168 76,373 14,097 10,576 43,392 46,149 28,799 17,745 47,154 2,345 

0 

10,000 

20,000 83.5%（298,627局） 0.3%（1,215局）

(a)27MHz簡易無線局
H17:0局→H20:0局

アマチュア局
H17: 363,505局→H20:298,616局

【現状】

本周波数帯は、船舶通信システム等の重要な電波利用システムに利用されるとともに、アマチュア無線にも広く利用されている。

【評価】

無線局数は減少傾向にあるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断すると適切に利用されていると認められる。無線局数は減少傾向にあるものの、 れらの電波利用システムの重要性から判断すると適切に利用されていると認められる。

27MHz27MHz帯簡易無線帯簡易無線(a)の廃止の廃止

→ 同帯域の簡易無線の開設局数は０局であり、今後も開設される見込みがないことから周波数分配を削除することが適当。
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと③（50MHz超222MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【50MHz超 222MHz以下】

＜用途別無線局数＞
(a)90MHzFMページャー

総合 信 無線 数
陸上・自営（公共分野以外）

【一般業務用無線等】
9.5%（109,205局）

陸上・防災
【市町村防災用無線等】

6.2%（71,232局）

海上・船舶通信
【船舶無線】

1.4%（16,154局）

その他
0.1%（1,611局）

陸上・放送
【アナログTV
放送VHF等】
0.3%（3,627局）陸上・自営

＜用途別無線局数＞

(d)消防用無線
H17:90,004局
→H20:92,116局

H17:0局→H20:0局

200 000

250,000 

300,000 

（無線局数）
＜総合通信局別無線局数＞

海上・その他
【衛星EPIRB等】
0.7%（8,474局）

航空・航空通信
【航空無線等】
0.8%（9,041局）

陸上・放送事業
【放送連絡用

陸上・その他
【アマチ ア無線等】

（主に公共分野）
【消防用無線等】
22.7%（259,366局）

100,000 

150,000 

200,000 

【放送連絡用
無線等】

0.8%（9,052局）

衛星・電気通信業務
【オーブコム等】
1.1%（12,193局）

【アマチュア無線等】
56.3%（643,575局）

(c)都道府県防災無線(150MHz)
H17：9,530局→H20:5,539局
(c)市町村防災無線(150MHz)

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 126,840 153,352 259,672 78,378 42,359 151,025 142,892 102,867 69,067 138,935 9,314 

平成20年度 115,209 135,718 246,597 68,185 36,513 133,350 127,077 88,006 59,552 117,958 8,918 

0 

50,000 

＜移行、代替、廃止の実施予定の免許人調査結果（防災無線）＞

60MHz帯（デ
ジタル）に移行
する予定

260MHz帯（デ
ジタル）に移行
する予定

他の電気通信
手段に代替す
る予定

廃止する予定 未定

(b)簡易無線局
H17：172,700局→H20:156,889局

アマチュア局
H17:574,966局→H20:486,664局

(c)市町村防災無線(150MHz)
H17：17,628局→H20:17,574局

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

県防災端末系無線
（固定局）150MHz

0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 5

県防災端末系無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

0% 0 8.8% 3 2.9% 1 2.9% 1 88.2% 30

市町村防災用無線
（固定局）150MHz

28.6% 2 0% 0 0% 0 0% 0 71.4% 5

市町村防災用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

2.3% 9 17.8% 69 2.6% 10 1.0% 4 77.5% 300
（基地局・携帯基地局）150MHz
市町村防災用同報無線
（固定局）60MHz

28.5% 369 3.9% 50 2.7% 35 0.7% 9 66.1% 855

*　複数回答を可としている。
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと③（50MHz超222MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【現状】

本周波数帯は消防用無線、防災無線、公共分野の自営無線、船舶通信システム、航空通信システム、放送（アナログテレビジョン、FM)等

の様々な重要な電波利用システムに利用されるとともに、アマチュア無線や簡易無線等にも広く利用されている。

【評価】

無線局数は減少傾向にあるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断すると、適切に利用されていると認められる。

個別シ テムごとの評価概要は以下のとおり個別システムごとの評価概要は以下のとおり。

地上地上TVTVデジタル化後の周波数利用デジタル化後の周波数利用

→ デジタル化後の空き周波数帯をマルチメディア放送及び安全・安心のための自営通信用として利用していくための技術基準の策定等

の制度整備を推進。の制度整備を推進。

9090MHzMHz帯ＦＭページャー帯ＦＭページャー(a)の廃止の廃止

→ 同帯域のＦＭページャーの開設局数が０局であり、今後も開設される見込みがないことから周波数分配を削除することが適当。

VHFVHF帯航空移動帯航空移動（（R)R)業務用無線の狭帯域化業務用無線の狭帯域化

→ 各国の導入実態等の国際動向を踏まえ、将来的には狭帯域化・多チャンネル化していくことが望ましい。各国の導入実態等の国際動向を踏まえ、将来的には狭帯域化 多チャンネル化していくことが望ましい。

150150MHzMHz帯簡易無線帯簡易無線(b)のデジタル方式の導入及び狭帯域化の推進のデジタル方式の導入及び狭帯域化の推進

→ 山間部における需要を踏まえ、デジタル・狭帯域化し、アナログ方式を廃止していくことが望ましい。（機器の耐用年数に従い自然減）

150150MHzMHz帯の防災行政用無線帯の防災行政用無線(c)の移行の移行

→ デジタル化に伴う防災行政用無線の周波数統一の観点から、260MHz帯への移行を促進することが適当。（機器の耐用年数に従い自デジタル化に伴う防災行政用無線の周波数統 の観点から、260MHz帯 の移行を促進することが適当。（機器の耐用年数に従い自

然減 ）

150150MHzMHz帯の消防用無線帯の消防用無線(d)の移行の移行

→ デジタル化に伴う消防用無線の周波数統一の観点から、260MHz帯への移行を促進するとともに、150MHz帯を使用するアナログ方

式の無線機器については 平成28年5月31日までに廃止することが適当。式の無線機器については、平成28年5月31日までに廃止することが適当。

陸上陸上・・自営無線のデジタル化による狭帯域化の促進自営無線のデジタル化による狭帯域化の促進

→ 周波数の有効利用を図る観点から、現行のアナログ方式の無線機器は、デジタル化や狭帯域化を促進していくことが望ましい。
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと④（222MHz超335.4MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

7,000 

（無線局数）
＜用途別無線局数＞＜総合通信局別無線局数＞

【222MHz超 335.4MHz以下】

航空・航空通信
【航空無線等】
10 2%（1 714局）

陸上・自営（主に公共分野）
【消防用デジタル無線等】

6.1%（1,015局）

陸上・自営（公共分野以外）
【 般業務用無線】

4,000 

5,000 

6,000 

陸上 防災

10.2%（1,714局）

陸上・電気通信業務
【電気通信業務用

ページャー】
0.2%（32局）

【一般業務用無線】
0.01%（2局）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 国 九州 沖縄
0 

1,000 

2,000 

3,000 
陸上・防災
【市町村防災用デジタル無線等】
80.9%（13,552局）

実験局等
2.2%（373局）

航空・測位
【ILS】

0.4%（62局）

(a)消防用無線（デジタル）
H17:0局→H20:1,015局

(a)都道府県防災無線（デジタル）北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 280 148 1,682 549 105 2,145 218 297 604 326 127 

平成20年度 614 251 6,352 1,204 441 4,784 1,085 602 931 392 94 

(a)都道府県防災無線（デジタル）
H17：0局→H20:2,071局

(a)市町村防災無線（デジタル）
H17:3,488局→H20:11,481局

(b)電気通信業務用
ページャー(無線呼出局)
H17：1,204局→H20:32局

【現状】

本周波数帯は 防災無線 消防用無線 航空通信システム 公共分野の自営無線等の様々な重要な電波利用システムに利用されている

【評価】

無線局数も増加傾向にあり、これらの電波利用システムの重要性から判断すると、適切に利用されていると認められる。

個別システムごとの評価概要は以下のとおり

本周波数帯は、防災無線、消防用無線、航空通信システム、公共分野の自営無線等の様々な重要な電波利用システムに利用されている。

個別システムごとの評価概要は以下のとおり。

260MHz260MHz帯消防・防災無線帯消防・防災無線(a)へのへの移行移行

→ 150MHz帯の消防・防災無線の移行・集約先であることから、無線局数は増加しており、今後も増加傾向は続く見込み。

280MHz280MHz帯ページャー帯ページャー(b)へのへの割当ての見直し割当ての見直し

→ 電気通信業務用無線呼出しシステムについては、関東及び沖縄の一部の地域を除き、無線局が存在しない状況にあることを踏まえ、

当該周波数の有効利用を検討し、地域毎の周波数再編を行うことが適当。

陸上・自営無線のデジタル化の促進陸上・自営無線のデジタル化の促進

→ 周波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や狭帯域化を促進していくことが望ましい。
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと⑤（335.4MHz超770MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

500,000 

（無線局数）

陸上・自営
（主に公共分野）

陸上・防災
【市町村防災用無線】

4.9%（75,712局）

海上 船舶通信

【335.4MHz超 770MHz以下】

＜用途別無線局数＞＜総合通信局別無線局数＞

(c)都道府県防災無線
H17：1,943局→H20:2,618局

(c)市町村防災無線
H17：70,960局→H20:67,387局(d)電気事業用無線（アナログ）

H17:6 928局→H20:3 821局

250,000 

300,000 

350,000 

400,000 

450,000 

陸上・自営
（公共分野以外）

【タクシー用無線等】
20.5%（319,347局）

（主に公共分野）
【列車無線等】

9.7%（150,558局）

実験局等
0.2%（3,168局）

航空・航空通信
【航空機用救命無線等】

0.2%（2,726局）

海上・船舶通信
【マリンホーン等】

0.2%（2,650局）その他
0.1%（839局）

H17:6,928局→H20:3,821局
(d)電気事業用無線（デジタル）
H17:6,356局→H20:11,048局

0

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

陸上・その他
【アマチュア無線等】
61.8%（961,892局）

陸上・放送
【デジタ 放送 等】

海上・その他
【衛星EIRP等】
0.6%（9,068局）

陸上・電気通信業務
【電気通信業務用デジタル

空港無線電話通信】
0.5%（7,892局）

陸上・放送事業
【放送連絡用無線等】

0.3%（4,483局）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 114,188 155,309 445,237 74,399 42,806 185,626 209,742 106,758 57,344 160,638 11,198 

平成20年度 111,477 149,821 473,325 68,011 39,438 177,451 212,847 106,269 55,743 150,428 11,227 

0 
【デジタルTV放送UHF 等】

1.2%（19,196局）
(a)マリンホーン
H17：3,167局
→H20:2,363局

(b)タクシー無線（アナログ）
H17：221,181局→H20:176,541局

(b)タクシー無線（デジタル）
H17：9,800局→H20:47,420局

(e)AVMサインポスト
H17:113局→H20:0局

アマチュア局
H17:547,483局→H20:465,461局

簡易無線局
H17：422,763局→H20:495,972局

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

割合
システ
ム数

県防災端末系無線

60MHz帯（デ
ジタル）に移行
する予定

260MHz帯（デ
ジタル）に移行
する予定

他の電気通信
手段に代替す
る予定

廃止する予定 未定

＜移行、代替、廃止の実施予定の免許人調査結果（防災無線）＞

250 

300 

（無線局数）＜地上デジタルテレビジョン放送の総合通信局別無線局数＞

県防災端末系無線
（固定局）400MHz

0% 0 4.5% 1 0% 0 0% 0 95.5% 21

県防災端末系無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 18

県防災端末系デジタル無線
（固定局）400MHz

0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 2

県防災端末系デジタル無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 3

市町村防災用無線
（固定局）400MHz

8.3% 38 13.7% 63 2.8% 13 1.5% 7 75.7% 348
100 

150 

200 

（固定局）400MHz
市町村防災用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

4.3% 54 16.7% 211 2.5% 31 1.3% 17 76.6% 967

*　複数回答を可としている。

10

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 0 0 24 0 3 8 10 0 0 0 0

平成20年度 99 234 235 218 71 183 205 277 161 190 20

0 
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調査結果及び評価結果の概要 周波数区分ごと⑤（335.4MHz超770MHz以下）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【現状】

本周波数帯は、防災無線、公共分野の自営無線、放送（アナログテレビジョン・デジタルテレビジョン）等、様々な重要な電波利用シス

テムに利用されるとともに、アマチュア無線、簡易無線、タクシー無線等にも広く利用されている。

【評価】

アマチュア局を除く無線局数はやや増加傾向にあり、これらの電波利用システムの重要性から判断すると、適切に利用されているも

のと認められる。

個別システムごとの評価概要は以下のとおり個別システムごとの評価概要は以下のとおり。

地上地上TVTVデジタル化後の周波数利用デジタル化後の周波数利用

→デジタル中継局のリパックを着実に実施するとともに、デジタル化後の空き周波数帯をITS及び携帯電話として利用していくため

の技術基準の策定等の制度整備を推進。

350MHz350MHz帯マリンホーン帯マリンホーン(a)の今後の運用の検討の今後の運用の検討

→ 他システムによるマリンホーンの用途の代替等、今後の運用形態について検討していくことが望ましい。

400MHz400MHz帯のアナログ方式の自営無線（タクシー用帯のアナログ方式の自営無線（タクシー用(b)）の廃止）の廃止

→ タクシー無線の需要を吸収しつつ、デジタル化を推進するとともに平成28年5月31日までに廃止することが適当。

400MHz400MHz帯の防災行政用無線帯の防災行政用無線(c)の移行の移行

→ デジタル化に伴う防災無線の周波数統一の観点から、260MHz帯への移行を促進することが適当。 （機器の耐用年数に従い自

然減 ）然減 ）

400MHz400MHz帯のアナログ方式の電気事業用無線帯のアナログ方式の電気事業用無線 (ｄ)の廃止の廃止

→ データ通信等の需要に対応し、周波数の有効利用を図るため、平成23年5月31日までにアナログ方式を廃止することが適当。

400MHz400MHz帯ＡＶＭサインポスト帯ＡＶＭサインポスト(e)（無線標定陸上局）の廃止（無線標定陸上局）の廃止

同帯域のＡＶＭサインポストの開設局数は０局であり 今後も開設される見込みがないことから廃止し 当該周波数の有効利用→ 同帯域のＡＶＭサインポストの開設局数は０局であり、今後も開設される見込みがないことから廃止し、当該周波数の有効利用

を検討することが適当。

陸上・自営無線のデジタル化による狭帯域化の促進陸上・自営無線のデジタル化による狭帯域化の促進

→ 周波数の有効利用を図る観点から、現行のアナログ方式の無線機器は、デジタル化や狭帯域化を促進していくことが望ましい。
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調査結果及び評価結果の概要（770MHz以下の全体のまとめ）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【770MHz以下の無線局数】

1,800,000

＜周波数区分別無線局数＞
凡例 アマチュア局・簡易無線局以外

アマチュア局

簡易無線局

1,200,000

1,350,000

1,500,000

1,650,000

1,800,000

600,000

750,000

900,000

1,050,000

, ,

0

150,000

300,000

450,000

,

H17 H20 H17 H20 H17 H20 H17 H20 H17 H20

26.175MHz以下
26.175MHz超

50MHz以下

50MHz超

222MHz以下

222MHz超

335.4MHz以下

335.4MHz超

770MHz以下

アマチュア局・

簡易無線局以外
6,845 6,101 65,245 58,383 527,035 493,530 6,481 16,750 592,999 594,604

簡易無線局 0 0 0 0 172,700 156,889 0 0 422,763 495,972

アマチュア局 362,864 295,394 363,505 298,616 574,966 486,664 0 0 547,483 465,461
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平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

調査結果及び評価結果の概要（770MHz以下の全体のまとめ）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

 地上アナログＴＶ廃止後の空き周波数を ＩＴＳ マルチメ

新システム新システム

地上ＴＶのデジタル化が進展中
【電波の利用状況】

放放 送送

【電波の利用状況】

 地上アナログＴＶ廃止後の空き周波数を、ＩＴＳ、マルチメ
ディア放送、安全・安心のための自営通信、携帯電話に
利用することを決定

 新システム導入のための技術基準等の制度整備を推進

地上ＴＶのデジタル化が進展中

【有効利用への対応】

デジタル中継局のリパックの着実な実施
【有効利用への対応】

多種多様な無線システムに利用されるとともに、周波数区分によって使用条件が異なる
ため 一概に周波数区分ごとの利用状況を比較することは難しいが 全体としては適切

全体の利用状況全体の利用状況

ため、 概に周波数区分ごとの利用状況を比較することは難しいが、全体としては適切
に利用されていると評価

安全・安心安全・安心 その他自営無線その他自営無線
【電波の利用状況】

 消防・防災無線を260MHz帯へ移行する再編を実施中
 簡易無線、タクシー無線及び電気事業用無線のデジタル方

式への移行を実施中
 27MHz帯簡易無線、FMページャー、AVMサインポストの無

線局数は「０局」
 マリンホーンは無線局数が減少傾向 消防無線は、その移行期限に向け、円滑なシステム移行

【電波の利用状況】
【電波の利用状況】

【有効利用への対応】

 マリンホ ンは無線局数が減少傾向
 280MHz帯ページャーはサービスエリアが限定的を促進

 防災無線は、自治体の財政状況を踏まえ、機器の更新
時期に周波数移行することが適当  デジタル方式への移行を実施しているものは、その移行期限

に向け、円滑なシステム移行を促進
 無線局数が「０局」のものは、周波数分配の削除等とともに、

【有効利用への対応】

無線局数 局」 、周波数分 削除等 、
当該周波数の有効利用を検討

 無線局数が減少傾向のものやサービスエリアが限定的なも
のは、今後の運用形態の検討や当該周波数の有効利用を踏
まえた地域毎の周波数再編を行うことが適当
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調査結果及び評価結果の概要（770MHz以下の全体のまとめ）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

 770MHz以下の周波数帯は、多種多様な無線システムに利用されるとともに、周波数区分によって使用条件が異なって

おり、一概に周波数区分ごとの利用状況を比較することは難しいが、各周波数区分とも全体としては適切に利用されて

いると評価できる。

１．電波の利用状況
※ 自営無線： 「電気通信業務用」、「放送用」及び「放送事業用」以外の無線局で構成される通信系

全 体

・ 調査対象周波数帯の平成17年度と平成20年度の無線局数を比較すると、アマチュア局は大きく減少しているが、

アマチュア局を除くとほぼ横ばいの状況。

・ 地上ＴＶのデジタル化が進展中。（平成17年度と平成20年度の無線局数の比較： 45局から1,893局に増加。）

26.175MHz以下  中波・短波放送、航空・船舶通信等に利用されており、利用状況に変化はない。全体的な無線局数は減少傾向。

26.175MHz超50MHz以下  船舶通信等に利用されており、利用状況に変化はない。全体的な無線局数は減少傾向。

50MHz超222MHz以下
 消防・防災無線、公共分野の自営無線※ 、航空・船舶通信、ＴＶ・ＦＭ放送等に利用されており、150MHz帯を利用する

消防・防災無線を260MHz帯へ移行する再編を実施中。このため、全体的な無線局数は減少傾向。

 消防 防災無線 航空通信等に利用されており 150MH 帯の消防 防災無線を260MH 帯 移行する再編を実施中222MHz超335.4MHz以下

335.4MHz超770MHz以下

 消防・防災無線、航空通信等に利用されており、150MHz帯の消防・防災無線を260MHz帯へ移行する再編を実施中。
このため、全体的な無線局数は増加傾向。

 防災無線、公共分野の自営無線、航空・船舶通信、ＴＶ放送、簡易無線、タクシー無線等に利用されており、地上ＴＶ
放送をはじめ、簡易無線、タクシー無線等においてデジタル化を促進中。簡易無線の増加により全体的に無線局数
はやや増加傾向。

２．有効利用への対応

 現行でアナログ方式を採用している無線システムは、さらに、周波数の有効利用が可能なデジタル方式への移行を
促進することが適当。

 デジタル方式への移行を促進するため 安価な無線設備の開発等を行うことが望ましい

無線設備のﾃﾞｼﾞﾀﾙ・狭
帯域化

 デジタル方式への移行を促進するため、安価な無線設備の開発等を行うことが望ましい。

 地上ＴＶのデジタル化を推進し、デジタル中継局のリパックを着実に実施するとともに、地上アナログＴＶ廃止後の空
き周波数を利用する新システムを導入するため、技術基準等の制度整備を推進。

 自営無線、特に防災無線については、多くの免許人が経済上又は財政上等の理由により、無線システムの更新時
期を明確化できないといった事情を十分に考慮しつつ 周波数再編の方向性を検討

周波数再編・移行

期を明確化できないといった事情を十分に考慮しつつ、周波数再編の方向性を検討。

14 周波数割当の見直し
 マリンホーンは無線局数が減少傾向、280MHz帯ページャーはサービスエリアが限定的であることから、これらについ

て、今後の運用形態の検討や当該周波数の有効利用を踏まえた地域毎の周波数再編を行うことが適当。



平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

調査結果及び評価結果の概要（770MHz以下の全体のまとめ）

平成20年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果

【 評価結果 】【平成20年度の調査結果】

150MHz150MHz帯簡易無線帯簡易無線  山間部における需要を踏まえ、デジタル・狭帯域化
し、アナログ方式を廃止していくことが望ましい。・ デジタル・狭帯域化は行われていない。

無
線
設
備

無
線
設
備

400MHz400MHz帯タクシー用無線帯タクシー用無線
 アナログ方式の使用期限に向け、円滑なシステム

移行を促進。
・ アナログ方式からデジタル方式に移行するための制度整備を平成15年10月に実施。

併せて既存のアナログ方式の使用期限を平成28年5月31日に設定。

400MHz400MHz帯電気事業用無線帯電気事業用無線

備
の
デ
ジ
タ
ル
・狭
帯

備
の
デ
ジ
タ
ル
・狭
帯

400MHz400MHz帯電気事業用無線帯電気事業用無線

・ アナログ方式からデジタル方式に移行するための制度整備を平成15年6月
に実施。併せて既存のアナログ方式の使用期限を平成23年5月31日に設定。

帯
域
化

帯
域
化

 アナログ方式の使用期限に向け、円滑なシステム
移行を促進。

150MHz150MHz帯及び帯及び400MHz400MHz帯防災無線帯防災無線  移行期限を設定していないこと及び自治体の財政
状況を踏まえ、現在使用されている機器の更新時
期に260MHz帯へ移行することが適当。

・ できる限り早期に260MHz帯へ移行するための制度整備を平成16年9月に実施。

150MHz150MHz消防用無線消防用無線
 移行期限に向け 円滑なシステム移行を促進

周
波
数
再

周
波
数
再  移行期限に向け、円滑なシステム移行を促進。

27MHz27MHz帯簡易無線、帯簡易無線、90MHz90MHz帯帯FMFMページャー、ページャー、400MHz400MHz帯帯AVMAVMサインポストサインポスト  当該システムに係る周波数分配の削除等が適当。

・ いずれも無線局数が「０局」であり 今後も開設される見込みがない

・ 260MHz帯への移行期限を平成28年5月31日とするための制度整備を平成15年10月に
実施。

再
編
・移
行

再
編
・移
行

・ いずれも無線局数が「０局」であり、今後も開設される見込みがない。

350MHz350MHzマリンホーンマリンホーン  他システムによるマリンホーンの用途の代替等、今
後の運用形態について検討することが望ましい。

・ 北海道及び東北等の一部の地域を除き、無線局が減少傾向。

周
波
数
割
当

周
波
数
割
当

15

280MHz280MHzページャーページャー  地域毎の周波数再編を行うことが適当。
・ 関東及び沖縄の一部の地域を除き、無線局が存在しない状況。

当
の
見
直
し

当
の
見
直
し



平成20年度調査の対象周波数帯の使用状況 1

参考資料

海上ﾋﾞｰｺﾝ ・
DGPS標準電波

（40kHz/
60kHz）

【26.175MHz 以下】
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200
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60kHz）
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船舶通信
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平成20年度調査の対象周波数帯の使用状況 2

参考資料

【26.175MHz超 50MHz以下】

簡易無線・ﾗｼﾞｵﾏｲｸ（微弱型）

市民ラジオ・ラジコン

ラジコン・
ラジオマイク（微弱型）船舶・航空通信

漁業用無線（1WDSB）

27.5

28 29.7

公共業務（移動）
小型船舶通信

公共業務（移動）
魚群探知テレメータ

ラジオブイ

40 4130

アマチュア

【50MHz超 222MHz以下】

26.175 50
[MHz]

航空用

放送（TV放送以外）

FM放送・
放送（ ）

航空無線標識（VOR)
電通・公共・

般業務 放送中継
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平成20年度調査の対象周波数帯の使用状況 3

参考資料

【222MHz超 335.4MHz以下】
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ラジオマイク
（特定小電力）
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【335.4MHz超 770MHz以下】
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